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阿蘇中部４町村合併推進協議会規約の一部を改正する規約 

 

 

 阿蘇中部４町村合併推進協議会規約の一部を次のように改正する。 
 

 題名を次のように改める。 
 

阿蘇中部３町村合併推進協議会規約 
 

 第 1 条中「、産山村」を削り、「４町村」を「３町村」に改める。 
 

 第２条中「阿蘇中部４町村合併推進協議会」を「阿蘇中部３町村合併推進協

議会」に改める。 
 

 第４条中「４町村」を「３町村」に改める。 
 

 第５条中「３名」を「２名」に改め、「４町村」を「３町村」に改める。 
 

 第９条、第１１条及び第１２条中「４町村」を「３町村」に改める。 
 

 第１３条中「４町村」を「３町村」に改め、「３名」を「２名」に改める。 
 

 第１４条中「４町村」を「３町村」に改める。 
 

   附 則 
 

１ この規約は、平成１５年９月１７日から施行する。 

２ この規約施行の際、現に阿蘇中部４町村合併推進協議会の委員、顧問、小

委員会委員、役員、幹事、監査委員及び事務局職員等（以下「委員等」とい

う。）であるものは、産山村の委員等を除き阿蘇中部３町村合併推進協議会の

委員等として引き続き在任するものとする。 

なお、阿蘇中部４町村合併推進協議会の委員等として発令を受けているも

のは、産山村の委員等を除き阿蘇中部３町村合併推進協議会の委員等として

同一条件により発令を受けたものとみなす。 
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阿蘇中部３町村合併推進協議会規約 
 

（協議会の設置） 

第１条 一の宮町、阿蘇町、波野村（以下「３町村」という。）は、合併に関す

る諸問題について調査、検討を行うため、合併推進協議会を設置する。 

 （協議会の名称） 

第２条 協議会は、阿蘇中部３町村合併推進協議会（以下「協議会」という。）

と称する。 

（協議会の任務） 

第３条 協議会は、次に掲げる事項について調査、検討及び策定を行う。 

（１） 地域の取組を踏まえた将来構想及び建設計画の策定 

（２） 合併協定項目の選定及び現況調査に関する事項 

（３） 市制施行を含んだスケジュールの策定 

（４） 法定協議会設置準備に関する事項 

（５） その他合併に関し必要な事項 

（組織） 

第４条 協議会は、委員及び顧問をもって組織する。 

２ 委員は次の者をもって充てる。 

（１） ３町村の長 

（２） ３町村の議会の代表者各３名 

（３） ３町村の長が協議して定めた学識経験を有する者。ただし、各町村５

名以内とする。 

３ 顧問は次の者をもって充てる。 

（１） 熊本県阿蘇地域振興局長 

（２） 委員が協議して定めた者 

４ 委員は、非常勤とする。 

（役員） 

第５条 協議会に次の役員を置く。 

（１） 会長   １名 

（２） 副会長  ２名 

２ 役員は、３町村の長が協議し、前条第２項に規定する委員の中からこれを

選任する。 

３ 会長及び副会長は、非常勤とする。 

（役員の職務） 

第６条 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第７条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 
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２ 委員の３分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、会長はこれ

を招集しなければならない。 

３ 会議の開催場所及び日時は、会議に付すべき事項とともに会長があらかじ

め委員に通知しなければならない。 

 （会議の運営） 

第８条 会議は、委員の半数以上の出席がなければ、これを開くことができな

い。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議の議事その他会議の運営に必要な事項は、会長が協議会に諮り別に定

める。 

（幹事会） 

第９条 協議会に提案する必要な事項について協議又は調整するため、協議会

に幹事会を置く。 

２ 幹事は３町村の総務課長及び熊本県阿蘇地域振興局振興調整室長をもって

充てる。 

３ 幹事会の組織及び運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （小委員会） 

第１０条 協議会は、担任事務の一部について、調査審議等を行うため小委員

会を置くことができる。 

２ 小委員会の組織、運営その他必要な事項は、会長が会議に諮り別に定める。 

 （町村長会） 

第１１条 協議会に、３町村の長で構成する町村長会をおき、次の事項を協議

又は調整する。 

（１） 協議会に付議する事項 

（２） その他会務に必要な事項 

（事務局） 

第１２条 協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局は、熊本県阿蘇郡一の宮町宮地１９５７－４（ＮＴＴ一の宮営業所

内）に置く。 

３ 事務局に事務局長、事務局次長、事務局員、その他必要な職員を置き、３

町村の長が協議して定めた者をもって充てる。 

４ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （監査） 

第１３条 協議会の出納の監査は、会長が３町村の監査委員のうちから協議会

の同意を得て、２名を委嘱して行う。 

２ 前項の規定により委嘱された監査委員は、監査の結果を会長に報告しなけ

ればならない。 
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（経費） 

第１４条 協議会に要する経費は、３町村が協議して負担する。 

（財務に関する事項） 

第１５条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会

長の属する町村の例により会長が別に定める。 

 （報酬及び費用弁償） 

第１６条 協議会の会長、副会長、委員及び監査委員は、報酬及びその職務を

行うために要する費用弁償を受けることができる。 

２ 前項に定める報酬及び費用弁償の額並びに支給方法等については、会長が

会議に諮り別に定める。 

 （協議会解散の場合の措置） 

第１７条 協議会が解散した場合においては、協議会の収支は解散の日を持っ

て打ち切り、会長であった者がこれを決算する。 

（雑則） 

第１８条 この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が

別に定める。 

   附 則 

１ この規約は、平成１５年９月１７日から施行する。 

２ この規約施行の際、現に阿蘇中部４町村合併推進協議会の委員、顧問、小

委員会委員、役員、幹事、監査委員及び事務局職員等（以下「委員等」とい

う。）であるものは、産山村の委員等を除き阿蘇中部３町村合併推進協議会の

委員等として引き続き在任するものとする。 

なお、阿蘇中部４町村合併推進協議会の委員等として発令を受けているも

のは、産山村の委員等を除き阿蘇中部３町村合併推進協議会の委員等として

同一条件により発令を受けたものとみなす。 
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阿蘇中部４町村合併推進協議会規約の一部を改正する規約の説明資料 
 

１ 改正方法 

   阿蘇中部４町村合併推進協議会は任意の協議会であり、規約の改正等に

ついて特に法的な基準は無く、現規約中にも第１７条で解散の場合の措置

のみ規定してある。 

   今回の規約改正については、規約の策定時と同様の方法で合併推進協議

会の承認をもって改正したい。 

 

２ 改正のポイント 

① 名称を「阿蘇中部３町村合併推進協議会」に変更する。 

② 委員等も含めた組織体制は、阿蘇中部４町村合併推進協議会のうち、産

山村の部分を除いてそのまま引継ぐ。 

③ 施行日を本日（９月１７日）付けとする。 

④ 今回の規約の改正とは直接関係無いが、阿蘇中部４町村におけるこれま

での協議により確認された事項については、産山村に関連する部分を除

き阿蘇中部３町村においても確認されたものとする。 

 

３ 改正内容 

 阿蘇中部４町村合併推進協議会規約の一部を改正する規約 

  ① 規約の題名 

「阿蘇中部３町村合併推進協議会規約」に改める。 

  ② 第１条（協議会の設置) 

      協議会を設置する市町村名のうち、離脱した産山村を削り、４町村

を３町村とする。 

  ③ 第２条(協議会の名称) 

     協議会の名称を「阿蘇中部３町村合併推進協議会」に改める。 

④ 第４条、第５条、第９条、第１１条、第１３条、第１４条 

「４町村」を「３町村」に改める。副会長、監査委員それぞれ「３

名」を「２名」に改める。 

⑤ 附則 規約の施行日 

平成１５年９月１７日付けとする。 

⑥ 附則 委員等の身分の引き継ぎ 

阿蘇中部４町村合併推進協議会の委員等であったものについては、

産山村を除いて、この附則により、新たに辞令を発することなくその

まま阿蘇中部３町村合併推進協議会の委員等として引継ぐ。小委員会

の委員についても同様。 




